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事業の一部譲渡に向けた基本合意に関するお知らせ 
 
 

当社は、平成23 年11 月29 日開催の取締役会において、平成23 年6 月30 日付で公表した「株式会社デジタルデザイ

ンとの業務提携に関するお知らせ」における株式会社デジタルデザインとの業務提携の一環として、当社が手掛けるソフト

ウェア開発関連事業の中の画像解析ソリューション及び動画ソリューションのそれぞれの一部を事業譲渡することについて

同社と基本合意契約を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 
1．事業譲渡の理由 

当社は、ソフトウェア開発関連事業として、様々な業種・業態向けの業務用アプリケーション・ソフトウェアの開発や周辺サ

ービス業務を行っており、特に画像や映像に関連する処理技術や管理・配信技術と、機能的かつ実用的なユーザーインタ

ーフェイスのデザイン力にその強みを持って、「画像解析ソリューション」、「動画ソリューション」、「データマネージメントソリ

ューション」、「中古車流通ソリューション」などのソリューションの営業展開を進めて参りました。 
しかしながら、昨今における景気の悪化と、営業力の強化が不十分であったことなどを背景に、ここ数年業績が低迷する

状況が継続しており、提供している個々のソリューションのうち経営資源を十分に活かしきていないものが出てきたため、そ

の改善を主眼とする営業展開が課題となっておりました。そこで当社は、そういった状況を打開する方策の 1 つとして、平成

23 年 6 月 30 日付で株式会社デジタルデザインと、両社の有する技術開発力、販売網、営業力を共有することに加え、双方

の強みをより一層活かすことによる相互補完を目的として、業務提携を行いました。 
そしてこの度、株式会社デジタルデザインとの業務提携の一環として、また当社が取り組んでいる経営合理化の重点施策

である「事業や製品、サービスの選択と集中」の一部として、組織運営の効率化、事業推進力の強化、そして更なる収益拡大

を実現することを目的に、当社が手掛けるソフトウェア開発関連事業の中の「画像解析ソリューション」及び「動画ソリューショ

ン」のそれぞれの一部を、株式会社デジタルデザインに事業譲渡することについての基本合意契約を締結し、その協議を

開始することといたしました。 
 
2．事業譲渡の内容 

当社が手掛けるソフトウェア開発関連事業の中の「画像解析ソリューション」及び「動画ソリューション」のそれぞれの一部を

株式会社デジタルデザインに事業譲渡することを予定しております。 
なお、事業譲渡の内容の詳細は、内容が決定次第、速やかにお知らせいたします。 

  
3．株式会社デジタルデザインの概要 

①名称 株式会社デジタルデザイン 

②所在地 大阪府大阪市北区西天満四丁目11 番22 号 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 寺井 和彦 

④事業内容 （1） BT 事業 
（2） リアルエステート事業 

⑤資本金 11 億19 百万円 

⑥設立年月日 平成8 年2 月6 日 



 
⑦従業員数 23 人 

⑧大株主及び持株比率 

寺井 和彦              54.44％ 
熊倉 次郎               2.78％ 
デジタルデザイン役員持株会    2.26％ 
山下 博                 1.20％ 
松山 恭幸               0.78％ 
鍵谷 文勇               0.69％ 
大野 栄治               0.54％ 
奥出 清                 0.53％ 
山内 孝浩               0.49％ 
又吉 光邦                    0.44％ 

資本関係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 

取引関係 

当社と当該会社との間で、平成 21 年 8 月 6 日付で、当社の動

画共有ソフト「Corporate CAST（コーポレートキャスト）」に関する

非独占的な販売代理店契約及び平成23 年6 月30 日付で「業

務提携契約」、平成23 年7 月1 日付で「業務委託契約」を締結

しております。 
また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関

係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

人的関係 

上記取引関係に記載の「業務提携契約」に伴い、平成 23 年 7
月 1 日付で、「出向契約」を締結しております。（当社から当該

会社へ、平成23 年7 月31 日現在９名が出向しております） 
また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関

係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

⑨上場会社と 
当該会社との間の関係 

関連当事者へ

の該当状況 該当事項はありません。 

⑩当該会社の最近3 年間の連結純資産及び連結総資産 
決算期 平成21 年1 月期 平成22 年1 月期 平成23 年1 月期 

連結純資産 1,767,617 千円 839,331 千円 1,442,013 千円 
連結総資産 1,813,321 千円 1,698,095 千円 1,472,586 千円 

※上記の情報については、いずれも平成23 年7 月31 日現在の資料によるものです。 
 
4．日程 

（1） 取 締 役 会 決 議 平成23年11月29日 

（2） 事業譲渡に関する基本合意契約締結 平成23年11月29日 

（3） 取 締 役 会 決 議 平成23年12月28日（予定） 

（4） 事 業 譲 渡 契 約 締 結 平成23年12月28日（予定） 

（5） 事 業 譲 渡 期 日 平成24年2月1日（予定） 

  ※本事業譲渡は簡易事業譲渡による手続きを予定しております。 
 
5．今後の見通し   

 今後、本日基本合意契約を締結いたしました事業の一部譲渡の内容について、詳細が決定され次第、速やかにご報告いた

しますが、内容によって、当社の経営計画に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
また、協議の結果、事業譲渡が実現しない可能性があります。この場合も当社の経営計画に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。 
以上 


